
追いやられる科学とリスク評価
一一新型コロナウイルス感染症対策における科学と政治(2)

尾内隆之
調麻佐志

旅行自体が感染を起こすことはないですから

もしそのことが起きていればもう今のところ

日本中は感染者だらけです判

2020年7月 16日の経団連のフォーラムにお

ける新型コロナウイルス感染症対策分科会・会長

尾身茂氏の発言が広く報じられた。マスコミが意

図を取り違えて氏の発言を切り取ったことを疑っ

てしまうレベルの論弁刊であり，それ以上に専門

家としての問題発言"であった。

専門家会議から分科会へ

新型コロナウイルス感染症対策分科会(以下.分

科会とする)は新型インフルエンザ等対策有識者会

議下に設けられた，次のような項目に関する審

議判を行う組織である。

* 1-https:llwww.news24.jp/articlesI2020/07/16/06681891. 
htmlより往き起こし(2020年8月25日最終確銀、)。

*2一旅行ではなく移動といえばまだ良かったかもしれない。

*3ーあまり報道されていないが.4月までに圏内航空機でl

件のクラスターが発生している。遊くとも 6月時点で，おそら

く5月の早い段隙には.新盟理コロナウイルス感染症対策専門家

会議メンパーはそれを把緩している(https:llwwwnc.cdc.gov/

eidl article!26/9/20-2212_article (2020年8月27日最終確認))。

“transportation-related incident in an創rplane"としか舎かれ

ていないので詳細はわからないものの.その後8月14日に報

告され反響のあった航空機内の座席前後での感染も驚くほどで

はない。いずれにせよ， r旅行自体J(移動)も感染を起こすので
ある。

* 4-https:llwww.cas.go.jp/jp/ seisaku/full coronal.pdf (2020 
年8月25日明軒明雲仙川

2，主な審議事項

おtJ.いたかゆを

流通経済大学滋学部

しらベ まさし

東京工事陸大学リベラルアーツ研究教育院

(1)感染動向のモニタリング

(2)ワクチン接種のあり方，接種の優先順位

(3) r次の波対策」を含めた今後の新型コロ
ナウイルス感染症対策

0検査体制， 医療提供体制の強化

0保健所機能・サーベイランス等のあり方

O市民生活.事業活動における留意事項

0リスクコミュニケーションのあり方

0研究推進体制や疫学情報共有のあり方

など

担当の西村経済再生担当大臣によると，分科会

は，尾内 ・調(2020)で注目した新型コロナウイル

ス感染症対策専門家会議(以下.専門家会裁とする)が

「発展的移行」したものである刊。専門家会識が

主に医療と感染症の専門家を中心に構成されてい

たのに対して，そこから基礎系の研究者など4

名が退色県知事や経済学者などを含む幅広い

10名のメンバーが新たに参画した。

尾身氏は西村担当相と同席の記者会見では，

「誰も緊急事態宣言を(蒋ぴ)出したくない。どこま

での感染なら許容できるのか。極めて難しいが，

感染拡大防止と社会経済活動の両立の基本的な考

え方を分科会も含めて議論するJ(朝日新聞.前絡)と

している。分科会長による描写，メンパー構成，

*5一朝日新附「医療・経済問立へ.分科会18人専門家会議

から尾身氏ら8人新型コロナJ2020年7月4日付。
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設置の趣旨のいずれからみても.専門家会議が

「医学的な見地から助言等を行うためjに開催さ

れたのとは対照的であり. i発展的移行Jと言え
なくもない。

前身の専門家会議について筆者は「専門家会議

に政府から託された公式の役割が医学的な助言で

ある点から見ると.民間事業者の経営に大きな影

響を及ぼす r自粛J や個人の「行動変容」を彼ら

専門家が直接呼びかけることは，重大な「踏み越

えJ と評価せざるを得ないJi科学的助言を担う
組織体には，法令等によって定められる設置上の

目的と権限任務があり.それを遵守することは

専門家と政治の双方の責任を明確にするために不

可欠であるJ(尾内・貌2020)と批判し，またその政

治との関係を変えることが必要と指摘した。

解散を前にして専門家会議は6月24日に記者

会見を行い，さらに記者会見の内容と向趣旨の提

言刊を公開した。提言では，次のように自らのあ

り方を顧みている。

だが.状況が日々刻々と変わり.迅速な対応

が求められるなか，本来であれば，専門家会

議は医学的見地から助言等を行い，政府は専

門家会議の「提言」を参考としつつ，政策の

決定を行うものであるが，外から見ると，あ

たかも専門家会議が政策を決定しているよう

な印象を与えていたのではないかと考える。

こうした印象には，後述するような専門家や

政府の情報発信のあり方も影響していたので

はないか，と考える。

(略)

だが.こうした活動を通じて，専門家会議の

役割に対して本来の役割以上の期待と疑義の

両方が生じたものと思われる。すなわち， 一

部の市民や地方公共団体などからは.さらに

詳細かつ具体的な判断や提案を専門家会議が

示すものという期待を高めてしまったのでは

* 6-https:lldrive.g，∞gle.com/file/d/14epORUcVUV2pDTapu 
WHw D2Ce5PY oOc5T Iview (最終確認2020年8月26日)。
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ないかと考えている。その反面.専門家会識

が人々の生活にまで踏み込んだと受け止め.

専門家会議への瞥戒感を高めた人もいた。ま

た.要請に応じて頻回に記者会見を開催した

結果，国の政策や感染症対策は専門家会議が

決めているというイメージが作られ，あるい

は作ってしまった側面もあった。

こうした省察に基づき.専門家会議は後継組織

のあり方について政府に以下の提案を行った。

本来.専門家助言組織は.現状を分析しそ

の評価をもとに政府に対して提言を述べる役

割を担うべきである。また.政府はその提言

の採否を決定し，その政策の実行について責

任を負う。そして， リスクコミュニケーショ

ンに関しては政府が主導して行い，専門家助

言組織もそれに協力するという関係性である

べきである。

いったん大きな流行が収束している今こそ.

あたかも専門家会識が政策を決定しているよ

うな誤解を避ける観点から， 専門家助言組織

の役割， 政府と専門家助言組織との関係性に

ついてあるべき姿を明確にする必要があると

考える。こうして一定の役割の明確化が図ら

れた専門家助言組織は 社会経済活動の維持

と感染症防止対策の両立を図るために，医学

や公衆衛生学以外の分野からも様々な領域の

知を結集した組織とする必要がある。(下線・

太字ともJ原文ママ)

装いを新たにした分科会は，この 「様々な領域

の知を結集した組織Jという提案に沿っている。
一方，専門家助言組織と政府の役割の切り分けは

どうだろう。「評価をもとに政府に対して提言」

し，また「リスクコミュニケーションに関しては

政府が主導して行い.専門家助言組織もそれに協

力」した結果が. i旅行自体は感染を起こさな

い」という発言につながるのだろうか…



新型コロナウイルス感染症対策分科会の
「役割J一一リスク許価はどこに?

冒頭の尾身氏の発言だけが問題なのではない。

分科会は.その検討前にすでに実施の方向で外堀

が埋められていた GOTOトラベル事業に対して，

fGOTOトラベル事業に関する分科会の政府への

提言J*7を公開した。そこでは，よりマイルドか
っ間接的な表現(r現在のところ.クラスター感染や家庭内

感染なと仁 三密の状況下で多くの感染が生じている状況にある

と考えられるJ)によって f旅行自体は感染を起こさ

ないJことを伝え，さらに GOTOトラベル事業

の実施(しかも.前倒しの災施)に対して， iGO TOト

ラベル事業を，「新しい生活様式」に基づく旅の

あり方を国民に周知するための契機にして頂きた

いJとお墨付きを与えている。とくに後者<r1111知
するための契機にして頂きたいJ)は現状を分析した評価

に基づく提言には見えない。政府のリスクコミュ
• • 

ニケーションへの協力だとでも言うのだろうか。

専門家会議の科学的助言機能に関する朝日新聞

記事刊で.小林が指摘するように.i科学者は政

策判断に踏み込むべきではないというな見がある

が，科学と政治の機械的分業で対処できる問題ば

かりではない。(略)事態が動く中で政府と専門家

が協力し協議するのは当然だJというのはもっ

ともなものの，同じ記事で藤垣が「専門家から複

数の選択肢の提言がまず示され.政府がその中か

ら政策を決めて根拠を説明するのが本来の姿。今

回は最初に意思決定が示され，根拠が後から説明

されることが多く両者の関係性は見えづらかっ

たJと述べたように，本来の姿の維持が難しかっ

たにせよ.専門家が政策判断を追認する形で「科

学的J根拠を示すかのような状態は， 偶者が厳衝に

区分できるわけではなU刈こせよ)i科学が政策判断に踏み

込んだJのではなく 「政治が科学に踏み込むJこ

* 7-https:l/www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/goto_travel_teigen. 
pdf(最終磁波、20初年8月初 日)。

*8一朝日新!制 f科学的な知見.政策に主主かすには新型コロナ.
専門家会議で焦点J2020年7月2日付。

とにつながる。結果として，政治や政策を担う側

がその責任を負うことなく.政治 ・政策的意思決

定を行えてしまうのである。

なぜこのようなことが易々と通ってしまうのだ

ろう。一つ重要な理由として，現代的なリスク分

析(アナリシス)における原則が守られていないこと

が指摘できる。「今日のリスク対応の主流は.科

学的知見を検討・提供するリスク評価の機関と.

それを踏まえてリスクへの対応策を立案するリス

一ク管理の機関とを分離することJ(尾内・調2012)で

ある。なぜなら，たとえば今や古典ともいえるリ

スク分析の考え方を提案した FAO/WHO合同の

CODEX委員会が報告骨のAppendix刊にまとめ

たように. iリスク評価の科学的な完全性を保証l

しリスク評価者及びリスク管理者の機能の混同

を避け，利害の衝突を減らすために， 実施可能な

限りにおいて. リスク評価とリスク管理は機能的

に分離するべき」であり，逆に言うと.リスク評

価とリスク管理が機能的に一体化すればリスク評

価の科学性*10が損なわれ，リスク管理者がリス

ク評価を行うことにつながりかねないからである。

後者が生 じれば. リスク管理の中で定まった政策

や措置と整合するようにリスク評価を行わざるを

得なくなるため.結果的に専門家が政策判断を追

認する形で f科学的」根拠を示すことが生じる。

繰り返しとなるが， リスク分析の原則がいかに

あれ.現実の.とりわけ危機的な状況(クライシス

下)では.リスク評価とリスク管理をある程度で

も分離するのには困難が伴う。ただしそうした場

合でも， どのようなリスク評価を行ったかの過程

と結果が議事録などの形で即座に公開されれば，

最低限の分離は可能である。

そもそも解散した専門家会議においては，その

役割lを医学的見地からの助言に概ねフォーカスす

J.! / *今H農2林水E産E省訳(仏htt旬ps:1μ/八、wν帆、wW.maff，伊J必p/ぺ'j/syou凶anlν/5鈴泊e匂Isa紘kuν
r吋18汰k仁_an悶i瓜則a剖lY5州s鋭isν/p凶dflcac_gl防62，心p凶dfκ(最終1磁;可漉1在u惣鯨y.、2初02初O王年手8 月2幻7臼)η)。
係文はhtt旬pノIwww必o.orgl冷3/y刊4荻氾e/y必∞凶o.htmのAppen-

dix IV(鍛終確認、2020年8月27日)。

*10ー「科学的な完全性」 なる表現，;1:.科学論を学んだ者にと

って甚だナイープすぎる表淡なので.その意を汲んだよで.こ

のように 「科学位jと符き替える。
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るなど.(笑態は省察の通りとはいえ)制度上は評価と管

理が一応分離していた。ところが，分科会への衣

替えによってリスク分析の原則という観点、から

はそのあり方が後退してしまったのである。

専門家会議は自ら， リスク評価の組織からリス

ク管理(に附する科学的助言)の組織(f社会経済活動の維持

と感染症防止対策の両立を図るために線々 な領域の知を結集し

た組織J)に生まれ変わるべきだと主張していた。

しかし 専門家会議の廃止向体が専門家会議メン

バーにとっては寝耳に水だった判'のだから， 今

回の改組が専門家会議の提案に即して行われたわ

けではない。政府， とりわけ行政官は，現代的な

リスク分析の枠組みやリスク評価と管理の機能的

な分離をよく理解しているのであり判2，今回の

改組によって専門家によるリスク評価の機能が弱

体化することは，それが改組の目的でなかったと

しても，十二分に織り込み済みであっただろう。

このことが，科学的助言の観点から問題を含むこ

とは明らかである。

では，政策決定すなわちリスク管理の慣肋、ら見

るとどうか。衣替えした分科会は，既に述べたと

おり 「様々な領域」から委員を集めている。そこ

で分科会をリスク管理のための組織として考える

とすると特措法に基づく 諮問機関である(4月7

日の緊急事態宣言発出を答申した)基本的対処方針等諮問

委只会と機能的になにが異なるかが不明瞭になる。

そうであれば，分科会に独自の機能とは.委員の

約半数を感染症の専門家が占める点を踏まえて，
• • • 

専門家会議の廃止に伴い，そのメンバーのほぼ全

貝が(専門家会議の発足によって休眠していた)厚労省対策

本部下の 「アドバイザリーボー ドjとして再始動

し引き続きリスク評価を中心とする役割を担っ

ているからだ*130 この体制を生かすことで機能

的分離とそれを踏まえた連携ができると恩われる

が， 今のところ.内閣官房系統と厚労省系統が組

織構成上は互いに独立したままに見える。

もちろん対策本部には，アドバイザリーボード

の助言の受け取り手である厚生労働大臣が出席す

るから，制度的つながりがないわけではない。し

かし両者の議論がそれによって媒介された様子

はうかがわれない。おそらく，そうした公式の制

度設計よりも重視されているのは，分科会とアド

パイザリーボードのメンバーが単に重複している

という属人的事情ではないかと推測される。ここ

で言いたいのは，メンバーの重複自体に非がある

ということではなく，そうした属人的な組織の実

態に寄りかかることで¥ リスク評価の実質も，意

思決定の透明性も致損されているのではないかと

いうことだ。言い換えれば， そこに改善の余地が

あることも明らかだと思われる。アドパイザリー

ボー ドと分科会{ないし基本的対処方針等諸問委員会)と

の機能的分離と連携をうまく構築すれば. リスク

評価を担うメンバーは専門家会議のように「矢

両」に立つ必要はない。それは当の専門家が望ん

だ形でもあろう。

リスク評価を自前で取りこむことにあると見るの PCR検査を巡る若干のf攻防J
が道理である。この状況を機能の混乱と評せるこ

とは.既に自明であろう。 前稿で批判的に論じたように.政治は専門家会

ただし，リスク評価とリスク管理.の機能的分離 識を使って意思決定に伴う責任を回避しつつ， 自

が諦められたのかというと，そうとも言えない。 らのな向を通し，逆に専門家会議は，使われ.賞

任を負わされることを(少なくとも紡然的には)ある程

* ll-f専門家会議の廃止をめぐっては.商村氏が24日に公表 皮甘受 した*14。それが典型的に現れたのが，
した同時間術に別の会見に臨んでいたt'6:!t氏が「ねは知りませ
ん』と闘惑した綴子で誇ったJ(朝日新聞2020年6月29日)。

* 12-https://w帆 ，V.mhlw伊，.jp/contenνα肪35250.凶f(最終確

認2020年8月27日)やhttps:/ /www.fsc.go.jp/sonota/ 

kikansν34goul34gou_2_3.pdf(最終磁ff1'.2020年8月27日)など

を見よ。 と くに.食品安全委只会のlJT~志向 lま内閣府にmかれて

おり.そこにはリスク分析のif，{fliJを熱知する人材がいる。
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*13ーアドバイザリーボードの会合1;1:.旧専門家会議の発足前

に2悶聞かれ，後述の fPCR検査E体制lの拡充jに関する発言

もそこで出ている。 そ して f~3 卸会合j が旧専門家会議廃止

後に聞かれ.以後継続的に活動しているので.実質的には旧専

門家会織が組織的な伎鑑付けを修正されたものと言える。



PCR検査を巡る専門家会議の見解の推移であろ

つ。

表 lは.朝日新聞記事データベース聞蔵およ

び新型コロナウイルス感染症対策アドパイザリー

ボード議事概要，専門家会議の提言から， PCR 

検査を巡る専門家会議メンバーの発言を収集して

まとめたものである。政府内のどこが主体となっ

ているかはまったくわからないものの，総理や担

当大臣によるリップサービスはさておき.政府は

ほぼ一貫してPCR検査の拡充を抑制しており.

そのことは令和二年度補正予算における PCR検

査の扱いを見ても明らかである。PCR検査に関

する専門家会議メンバーの新聞コメントや専門家

会議としての公式の提言をみると，リスク管理の

発想がリスク評価に穆出した結果とも言える変遷

がうかがえる。

最初に着目すべきは. 当時の専門家会議のメン

パーが全貝参画している 2月10日の厚労省アド

バイザリーボードの会合における発言である。発

言者は明らかではないものの出席者リスト判5か

ら専門家会議メンバーであることが確定する専門

家が，その後の新型コロナウイルス感染症に関す

る展開あるいは諸外国のグッド ・プラクテイスを

見通したかのように*16.PCR検査のキャパシテ

ィが問題で，とにかく上げることが必要と指摘し

ている。しかも，その際には大学などの協力を得

ることもあってよいとまで出席者の一人が言って

いる。また，その内容に対して他のメンバーから

の反論はないようである。

ところが，クルーズ船対応に特化した回はとば

すとして，その次に開催された2月24日の専門

家会議では『新型コロナウイルス感染症対策の基

本方針の具体化に向けた見解j判7がまとめられ，

* 14ーどのような力学が働いたかは専門家会議の議事録が公開
されれば多少の推測もE可能であるが.今のところそれにアクセ

スすることはできない。

* 15一議事概援(https:!lwww.mhlw.go.jp/content/l090∞∞/
αぬ628401.pc!f(最終確認2020年8月2s日))。

* 16ー併せてこの時期に無症状者からの感染の可能性について
途回しながら触れられていることも注目に値する。

* 17-https:llwww.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/newpage_ 

そこではPCR検査のキャパシティ不足は認める

ものの，拡充の必要性は主張されずに，検査資源、

を重症化の可能性が高い方に割り当てることが必

要と指摘されている。一方で， 3月17日の 『新

型コロナウイルス感染症対策専門家会議から厚生

労働省への要望jでは，海外からの入国者全員を

PCR検査の対象とすることを求めており，この

ころは市中感染よりもウイルス持ち込みを懸念し

ていたことがわかる。

3月 17日以降の新聞コメントや専門家会議の

情報発信を見ると，検査能力の増強が実現したこ

とが植われ.同時にPCR検査の「弱点」がフォ

ーカスされるなど， 当初のPCR検査キャパシテ

ィ不足への 「危機感Jは後退した様子が観察され

る。それは4月l日の 『新型コ ロナウイルス感

染症対策の状況分析 ・提言J(以下 f状況分析・提言j

とする)においても大きな変化はない。

だが，緊急事態宣言の発出以降変化が見られ

る。まず，専門家会議メンパーの一人釜稽敏氏が，

「医師が必要と判断すれば.帰国者 ・接触者外来

などを経由せずに検査を受けられる態勢を全国で

整える必要があるJ(朝日新聞20204'4月15日)とコメ

ントしている。さらに 4月22日の 『状況分析・

提言jでは. 2月 10日の停労省アドパイザリ ー

ボー ドを思い起こさせるかのように， PCR検査

キャパシティの不足を認め，拡充を訴えている。

その流れは5月1日の [状況分析 ・提言jに引

き継がれたものの，さらに3日後の 『状況分析 ・

提言j判8では風向きに多少の変化が生じている。

主部では iPCRの検査笑施数も，着実に逓増傾

向にある中.PCR等検査陽性率は低下傾向」 に

あるなどと述べ.検査拡充に関する記述は補論に

位置づけ.iPCR等検査を更に拡充することを通

じて， より早期の診断と適切な医療につなげられ

るようにしていくことが重要」と記載することで

/'¥ランスをとっている。

全国で非常事態宣言が1排除されたのちの 5月

α以:J6.htmJ(最終確認2020年8月2s日)。
* 18-https:llwww.mhlw.go.jp/∞ntentllωαm∞/αXl62鋭)()().
pdf(最終確認'.2020JF 8月2s日)。
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表 1-PCR検査を巡る(旧)専門家会議メンバーの発言

(朝日新聞記事DBI封j蔵および公開資料よ り作成。なお.記載は適笈抜粋している。)

日付 発言者/機会など 発言

2月10日 新型コロナウイルス感染症対策アド PCR検査のキャパシティが問題になってくる。やはり PCRのキャパシァィを

パイザリーボード とにかく上げるのだというようなことが前提になる。(発言者不明)

今，これだけの緊急事態のときですからクオリティーコン トロールをしっかり

した上で，アカデミアのラポをもっと活用することがあっても良い。〈発言者

不明)

2月24日 I新型コロナウイルス感染症対策の 圏内で感染が進行している現在，感染症を予防する政策の観点からは，会ての
基本方針の具体化に向けた見解J 人に PCR検査をすることは，このウイルスの対策として有効ではありません。

また，既に産官学が懸命に努力していますが，設備や人員の制約のため，全て

の人に PCR検査をすることはできません。急激な感染鉱大に備え， ~良られた

PCR検査の資源を，重症化のおそれがある方の検査のために集中させる必要

があると考えます。

3月 17日 専門家会議から厚生労働省への要望 入国矩否の対象となる地緩からの帰国者は検疫時において健康状態を確認し，

症状の有無を関わず，検疫所における PCR検査を実施し， 陽性者については

検疫法に基づき縞離の対象とする。

3月 18日 岡部信彦 fpCR検査は簡単ではありません。感染初期では陰性に出ることも多く，油断

， すれば感染を広げるかも知れません。インフルと違って，陽性とわかっても特

別な治療法が現段階ではありませんj

3~ 198 新型コロナウイルス感染症対策の状 -すでに，検査受け入れ能力は培強されており，今後も現状で必要な PCR検

j兄分祈 ・提言 ままが速やかに実施されるべきと考えています。今後は，わが国全体の感染状況

を把握するための調査も必要です。

-なお， PCR検査法は優れた検査ではありますが，万能ではなく感染してい

ても陽性と出ない例もあります。したがって， PCR検査のみならず，臨床症

状もあわせて判断する必要があります。

4月1日 新型コロナウイルス感染症対策の状 特に感染が疑われる医療， 福祉施設従事者等については，迅速に PCR検査等

j兄分析 ・提言 をffえるようにしていく必、裏方主ある。

4月1日 尾身茂 fコミ ュニティーの中での広がりを調べるための検査はしないj

4月15日 釜支喜敏 f医師が必要と判断すれば，帰国者・接触者外来などを経由せずに検査を受け

られる態勢を全国で鐙える必要があるj

4月22日 新型コロナウイルス感染症対策の状 PCR等検査体制の鉱充について

況分析 ・提言 0帰国者 ・接触者相談センター業務の更なる外注や委託の推進により，できる

限り保健所の負担を縮小化できるよう工失する。(賂)民間検査機関の更なる活

用を縫進する。

OPCR等検査の速やかな鉱充に向けて， (略)検査の実施体制の1e握 ・調髪等
を行う。

OPCR等検査対象者については，霊症化リスクの高い人は， 4日を待たず，場

合によってはすぐにでも棺談という旨を市民に周知すること。

4月27日 舘田一博 「これまで検査数が少なかったのは，PCRのキャパシティーが小さかったから

です。今後はもちろん繕やしていくj

「基本的に縫い人にやってもあまり意味はないと考えています。私たちは検査

数を競っているわけではありません。一番大事な目標は，死亡者をいかに減ら

すかということですJ

5月18 新型コロナウイルス感染症対策の状 • PCR等検査体制の鉱充に努めていかなければならない。

;兄分析 ・提言 -今後，中長期の対応を見据える中で，より簡便な検査手法の開発と診療現場

での使用に向けて全力で取り組むべきである。他方，その使用に当たっては，

特性と限界を考慮することも求められる。

• PCR等検査については，次の専門家会議で再度議論を行う。

5月4日 新型コロナウイルス感染症対策の状 • PCRの検査実筋数も，活実に逓増傾向にある中， PCR等検査陽性率は低下

j兄分析 ・提言 傾向にある。

• PCR等検査をめぐる課題については， PCR等の検査陽性率と検査数の推移

を示すとともに，これまでPCR等検査能力が早期に鉱充されなかった理由等
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日付 発言者/機会など 発曾

について分析を行うとともに，今後求められる対応について豊富理を行った。

5月48 尾身茂 f確かに日本はPCRのキャパシティーをよげるということが，他の固に比べて
逮れたj

5月5日 尾身茂 r(pCR検査の実施能力が)怒ったほどのスピードで上がらなかったのは事実j

5月98 尾身茂 f何度も保健所議員が重重要事していると雷ってきたJr倹査までのプロセスがうま
くいっていない。非効率だ1(4月22日会見〉

5月29日 新型コロナウイルス感染症対策の状 。特に4月上旬から中旬にかけて感粂者鍛の淘大が見られた時期に，医師が
況分4庁・提曾 必要と判断した者に対し， PCR等検査が迅還に行えない地織が生じた.検査

体制の更なる強化を図る(以下略)

6月26日 m図鐙字 f検査体制が変わってきたj
「しっかり検査し，流行鉱大の状況を見極めて対策することが盤婆J

7月1日 阿部信彦 o也術研では診しい病気が大E置に多量生した時の対応は鐙っていない。 PCRとい
う言葉にみんなこだわりますが，ほかの検査法もあります。うまく組み合わせ
ることが大事ですJ

7月78 尾身茂 f検査鉱充の基本的考え，戦略が十分I車検されていなかったj
「ふさわしい検査体制を獲備することが必袈J
r(感染見逃しが30%，偽111伎の6i~院が 1% ほどあるなどの)問胞もあるとい う

ことで， Q終的な結論を出してほしいJ

7月16日 新型コロナウイルス感染症対策分科 感染リスク及び後査前確率が低い無症状者について
~ Iデメリ ット(偽陽性，コスト)がメリットを上回るので，感染症i去における行

政倹査としては実絡しないj

29日の f状況分析 ・提言J*ゅでは.今後の政策

のあり方のパートの枇初に 「次なる波に備えた

「検査体制」の.!JIなる強化についてjという節が

置かれ. PCR検査の重要性が強調されている。

この姿勢はひとまず変わらないまま.専門家会議

は解散した。

一方で. 一uして検告の拡大が拒まれた領域が
存在する。それはリスクの低い集団への検持.あ

るいは検授前の感染確率が低い場合の検査である。

分科会は.提百・本20のq.でその点を端的にまとめ，

感染リスクや検任前感染確率が低い無症状者への

検在については.rデメリ ット(偽陥性.コスト)がメ
リットを上回るので.感染症法における行政検査

としては実施しないjとしている。また専門家会

議もその 『状況分析 ・提言jにおいて.検査対象

を絞ることの必~性を繰り返し訴えてきた。

感染拡大の抑制に成功した中国 ・台湾 ・ニュー

ジーランド.あるいは一旦は地上最悲の状況にあ

* 19-https:/ /www.mhlw.go.jp/contentllαK以)()()/()(ゆ635389.
pdf(級終硝惚2D20lド8月2811)。
*20ーhttps://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kensa_senryaku.

pdfW終磁総 2020~8月2811)。

りながらも感染を抑え込んだニューヨーク州でも.

形態は嫌々とはいえ.検査前感染確率が低い無症

状者も含めて幅広く PCR検査が実施されている。

このことだけでは広範聞の PCR検究が感染抑制

につながることの証明とはならないものの.論理

的には 「偽陽性jによる感染拡大はないことを示

唆する。すなわち.r偽陽性Jのデメリットがメ
リットを上回るという分科会の主張は実態と合わ

ずむしろ 「コス トJこそがPCR検査拡大の障
害であることを疑わせる。

こうした事情を. リスク評価とリスク管理の機

能的分離という観点から与察すると，専門家の主

張が彼らの本来の役割jの範略にあると言えるか疑

問である。少なくとも#門家会議が{感染症の)専門

家としてまずとるべきだったのは.防疫のための
• • • 

医学的助言から対策(をめぐるよl:a)を組み立てる姿

勢ではないか。そこに(コストなどの)社会経済的配

慮が不要と言っているのではなく. 立論の順序を

取り違えたり混阿したりするのは，助言組織の役

割として不適当だということである。さらに，

f偽|場性jのデメリット論があるいは示唆するよ

うに.仮に PCR検査の制度や手法について既存

追し1や臼1副枠とリスク阿面 |科学 I0893 
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メンバーで十分な評価ができないのであれば，議

論に「関係者の参加を求めるJ*21などの検討過程

そのものの充実を図ることも.専門的判断を行い

縛る者としての責務だろう。言い換えればそれは，

(側々 の専門家の)専門的判断と専門的知見の限界を

知っている者としての責-務でもあり.この点でも，

現在の助言組織の欠点が理解できると思われる。

なすびに

!
i
 

秋の入口に入って唐突に 新型コロナウイルス

感染症が二類感染症から五類感染症へと鞍替えさ

れる.という観測が流れている。言うなれば，新

型コロナウイルス感染症を危険な伝染病扱いから

単なる流行性の感冒個別扱いに切り替えようと

いうことである。専門家会議から分科会への組織

替えによるリスク評価の周縁化.そして執劫とも

いえる 「幅広の PCR検査」 実施の拒否と合わせ

れば，現在，米国本22とともに日本が進んで、いる

方向はリスクの不可視化への道である。リスク評

価はどこへ行ったか，という本稿の疑問と懸念が

最悪の形で実体化しかねない状況と言えよう。

もっとも 「二類Jの見直し作業に関しては，良

い兆候がないわけでもない。8月24日の分科会

では，この見直しの詳細について厚労省のアドバ

イザリーボードに検討を依頼しそれを踏まえて

提言をまとめることが合意された。この方針は，

両組織の役割分担を念頭に位いたものと評価でき

ょう。本稿脱稿時点ではその実際をまだ検証でき

ないが.こうした方針を現実化していくには，例

えば，政府対策本部から附託された分科会が提言

(選択肢)を策定する過程で，アドパイザリーボー

ドが主に医学的観点にフォーカスして必要な知見

を提供する，といった形が想定される。

しかし両組織がそうした形で作業を遂行でき

る制度設計がなされているかといえば，疑わしい

と言わざるを得ない。集まった専門家たちは.い

ったい何の専門家であるのか，そして何の役割を

来たすことを期待された専門家なのか，というこ

点があらかじめ練られた上で組織が構築されたわ

けではない以上，外形的に機能分姐のポーズを見

せただけに終わりかねない。引き続き検証してい

く必要がある。

上で触れた米国のケースでは，述邦政府の感染

症対策にはしばしばホワイトハウスから強い圧力

があると報道されており 日本から見ても酷い状

況と感じるかもしれない。だが.政府の決定にそ

の助言役の科学者が公然と異議を唱えることがで

き，何より政権がそもそも政治的庄力をかけざる

を得ないことは，専門家の領分がそれだけ自立/

自律している証左であろう。そこから翻ると，日

本の状況の方が科学的助言のあり方をめぐる欠陥

は深刻だと言え.意思決定においてそもそも専門

性(expertise)というものがどのように理解され.扱

われているのか，あるいは関与する当の専門家自

身が専門性なるものをどう理解しているのか，と

いったより根源的な部分から考察する必要性を感

じる。だが，この課題は本杭の純聞を超えるので，

機会をあらためて論じることとしたい。
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rus.cdc.testing/index.html (最終雌惚2020lf-8月?:1日))。 を本総ウェブサイトで公開します)

0894 I KAGAKU I Oct. 2020 Vol.90 NO.l0 


